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はじめに

　嶋中です。今日は、まず、1週間前に始まった米
国・イスラエルによるイラン攻撃の影響も含めて内
外景気の動向についてみた後、後半では景気サイク
ルにも触れながら今後の見通しをお話したいと思い
ます。

■緊張高まる国際情勢

　今回、イランが事実上ホルムズ海峡を閉鎖しまし
たが、これにより原油が高騰しその水準が継続する
ということになると、日本は原油の9割以上を輸
入に依存し、その7、8割がホルムズ海峡経由です
から、私たちは大変な状況を迎えるということを心
しておかなくてはいけません。試算によれば、更に
イランがペルシャ湾岸の原油関連施設を損壊させた
りすると原油は1バーレル当たり130ドル超とな
り、第3次石油ショックの懸念が出てきます。価
格高騰が1か月程度なら、日本経済への影響は何
とかなる程度であると思いますが、3か月、半年と
なるとそうはいきません。
　トランプ大統領はドンロー主義を打ち立て、西半
球での絶対的な支配者として振る舞おうとしていま
す。イスラエルとハマス、ロシアとウクライナの戦
闘に続く、米国とイスラエルのイラン空爆。世界中
がこれまでにない緊張状態にあります。そして中国
も、高市総理の台湾有事発言以降、対日強硬姿勢を
とっています。
　ちなみに私は1987年に「太陽活動と景気」とい

う本を出しまして、紀元前600年に遡り、世界の
戦争、革命など社会的大変動は太陽黒点のピーク時
付近に起きたと説いたロシアの科学者チジェフス
キーの研究を紹介しました。その関係は、ベルリン
の壁崩壊、米国同時多発テロなどその後の歴史的事
件でも同じでした。そして現在も、太陽黒点数のピー
クアウト局面にあるのです。

■海外経済の動向

　そうした中、OECD景気先行指数によってグロー
バルな経済動向を点検しますと、米国、欧州、日本
は改善する一方、中国は悪化しています。まず米国
については、企業のマインド（ISM景況指数）は製
造業、非製造業とも回復している一方、住宅需要に
ついては、事業者向けアンケートによる市場指数が
低迷しており、景気は徐々にピークアウトしてきて
います。この間、物価については、個人消費デフレー
ター（除く食品・エネルギー）は足元落ち着いてい
るものの、今後上昇するのではないかと言われてい
ます。トランプ大統領はFRBに対して利下げを迫っ
ていますが、インフレということになると、判断は
難しくなります。
　中国をみると、今回の全人代では今年の経済成長
率予想を4.5％～5.0％と、昨年の5.0％から引下げま
した。ただ、より慎重な見方が適切である可能性が
あります。小売売上高は減少していますし、固定資
産への投資も前年割れとなり、さらに輸出金額もピー
クアウトしています。70都市の住宅価格も前年を下
回るなど、不動産不況の様相が濃くなっています。
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図表１.円レート水準と消費者物価（食料〈酒類を除く〉とエネルギーを除く総合）前年比の推移

　一方、欧州については、消費者物価上昇率が2.0％
近くで落ち着いているほか、ドイツの景況感が上向
いています。但し、イラン情勢の影響を見極める必
要が出てきました。

■国内経済の動向

　次に国内経済ですが、景気動向指数・一致指数は
このところ足踏みしていますが、先行指数は上昇し
ていますので、景気はこの先改善し、少なくとも
2026年度は大丈夫ではないかと思っています。鉱
工業指数をみても、出荷の前年比から在庫の前年比
を差し引いた「出荷・在庫バランス」は、2025年
10-12月期にかけてプラスが続いています。
　また、景気敏感指標をいくつか見てみますと、景
気ウォッチャー調査では、昨年末頃からピークアウ
ト感が出てきており、QUICK短観、ロイター短観
をみても、非製造業を中心に変調がみられます。こ
れは中国政府による日本への渡航自粛要請の影響で
あると思われます。一方、世界の半導体販売額は増
加が続いているほか、DRAM大口価格も急激に上
昇しています。半導体、特にAI関連の半導体景気
だと言ってよいでしょう。

■国内の物価動向

　消費者物価指数は、各種の政府の対応もあってあ
と半年程度は上がり難い状態が続くと思います。し
かし、商品市況（日経商品指数）は現在上昇してい
ますので、今後は企業物価指数、消費者物価指数と

もラグを伴いながら底入れし、26年度後半には上
昇率が加速するとみられます。実は、円の名目実効
為替レートの水準は、消費者物価（食料＜酒類を除
く＞とエネルギーを除く総合）の前年比に先行する
という関係があります。現状はかなりの円安になっ
ていますので、ここからも物価は先行き上昇方向に
転じると考えられるのです（図表1）。
　輸出物価を輸入物価で割った交易条件は、原油
価格が上昇すると1年半程度のラグを置いて下が
り（悪化）、原油価格が下落すると同じく上がり（改
善）ます。交易条件は企業収益の基礎ですから、こ
の点からも今回の原油価格の上昇の影響が懸念され
ます。事実、交易条件と景気動向指数・一致指数を
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プロットした場合、交易条件を1年半右にずらす
と両者はほぼ重なります（図表 2）。ですから景気
は2027年半ばまでは回復しますが、その先は後退
する可能性もあると考えられます。

■高市政権の経済政策

　インフレの中で財政、金融の双方からアクセルを
踏むという高市総理の方針、いわゆる「高圧経済論」
は米国のイエレン元財務長官も主張しています。財
や労働の需要逼迫が長期化すると、労働生産性が向
上し、潜在成長率が上がることが期待できるという
考え方です。すなわち「責任ある積極財政」とは、
目先より中長期的な効果を狙うものです。重点投資

対象として、AI・半導体、造船、量子など17分野
を設定し、民間と政府で投資を増やし、成長戦略に
繋げようとしています。アベノミクスの3本の矢
のうち、3本目の「民間投資を刺激する成長戦略」
は不十分との誹りを免れませんでした。高市総理は
そこを強化するお考えでしょう。
　これに対して、財政の持続性を懸念する声があり
ます。この点、片山財務大臣は、令和8年度予算
のGDP比率が17％程度であり、これは過去12番
目だから過大な規模とはいえないとしています（図
表 3）。また、政府債務残高や財政赤字のGDP比も
改善していますので、財政の方向性自体は良くなっ
ています。

■GDPギャップ、潜在成長率

　デフレ脱却に関しては、4つの指標――消費者物
価、単位労働コスト（名目雇用者報酬／実質GDP）、
GDPデフレーター、GDPギャップ（実質GDPと潜
在GDPとの差。内閣府ベース）――があり、この
全てがプラスになれば、デフレ脱却を宣言できる
と言われていますが、現状GDPギャップがマイナ
ス（１次速報ベース）になっています。日銀が公表
している需給ギャップも5年連続でマイナスとなっ
ています。
　また、わが国の潜在成長率はあまり上がってい
ません。問題は資本投入量が伸びていない点です。
GDPギャップと企業貯蓄率を並べてみますと、バ

ブル期までは、企業の積極的な設備投資を背景に、
企業貯蓄率がマイナスになっていました。しかし
バブル崩壊後は一貫して貯蓄超過となっています。
ですから高圧経済政策によって、マイナス続きの
GDPギャップを解消し、インフレギャップの領域
にもっていけば、再び投資超過に持っていくことが
できると主張するエコノミストもいます。
　実のところ、状況は変わりつつあって設備投資は
増えているのです。設備投資のGDPに対する比率
である設備投資比率は、名目で2025年に 18.5％
となっています。過去を遡りますと、岩戸景気、
いざなぎ景気、バブル期のピークではこの比率が
20％まで上昇しています。ですから、今回の局面
でも年内に20％程度まで上昇するかもしれません

（図表 4）。ただ、その先は下降する可能性がありま
す。1951年以降、4.75年ずつ期間を区切って、景
気拡張期間の長い期間を「拡張優勢」期、拡張期間
が短い期間を「拡張劣勢」期とすると、両者は例外
なく交互になっており、合わせて9.5年の周期が確
認できます。現在は 2022年 3Qから 2027 年 1Q
の「拡張優勢」期です。2026年度は大丈夫だと思
いますが、2027年度から先は要注意なのです。

■金融市場の動向

　株式市場からみていきますと、日経平均もニュー
ヨークダウも、超長期的には右肩上がりです。米
国の人はそこをよく分かっているのですが、日本人
は間近に「失われた30年」がありましたのでなか
なか弱気な見方を変えることができていません。そ
うした中で、現在の日本の株価水準はバブルなので
はないのかという声もあります。しかし、日経平均
株価を名目GDPで割った数値はバブルのピークに
は及んでいませんし、TOPIXの PERは 16倍台と、
適正とされる15倍を少し上回るぐらいです。です
から、バブルとは言えないという見方は十分通用す
ると思います。
　次に金利・債券ですが、ここ数年、日本の長期金
利は一貫して右肩上がりに上昇しています。10年
債の利回りから物価連動債の利回りを引いたブレイ
ク・イーブン・インフレ率、いわばインフレ期待も
高まっており、直近ピーク（2013年 5月）に近づ
いています。さて、現在の長期金利はどう評価すべ
きでしょうか。ドル円レート、日経平均株価、消費
者物価から10年債利回りを推計したところ1.6％

図表 3. 日本の当初予算額の名目 GDP 比

図表４. 設備投資比率と景気の拡張期間で見た中期循環  ～拡張優劣の法則～図表２. 交易条件と景気動向指数（CI一致指数）の推移（トレンド除去）
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■GDPギャップ、潜在成長率

　デフレ脱却に関しては、4つの指標――消費者物
価、単位労働コスト（名目雇用者報酬／実質GDP）、
GDPデフレーター、GDPギャップ（実質GDPと潜
在GDPとの差。内閣府ベース）――があり、この
全てがプラスになれば、デフレ脱却を宣言できる
と言われていますが、現状GDPギャップがマイナ
ス（１次速報ベース）になっています。日銀が公表
している需給ギャップも5年連続でマイナスとなっ
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　また、わが国の潜在成長率はあまり上がってい
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GDPギャップと企業貯蓄率を並べてみますと、バ
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となっています。過去を遡りますと、岩戸景気、
いざなぎ景気、バブル期のピークではこの比率が
20％まで上昇しています。ですから、今回の局面
でも年内に20％程度まで上昇するかもしれません

（図表 4）。ただ、その先は下降する可能性がありま
す。1951年以降、4.75年ずつ期間を区切って、景
気拡張期間の長い期間を「拡張優勢」期、拡張期間
が短い期間を「拡張劣勢」期とすると、両者は例外
なく交互になっており、合わせて9.5年の周期が確
認できます。現在は 2022年 3Qから 2027 年 1Q
の「拡張優勢」期です。2026年度は大丈夫だと思
いますが、2027年度から先は要注意なのです。

■金融市場の動向

　株式市場からみていきますと、日経平均もニュー
ヨークダウも、超長期的には右肩上がりです。米
国の人はそこをよく分かっているのですが、日本人
は間近に「失われた30年」がありましたのでなか
なか弱気な見方を変えることができていません。そ
うした中で、現在の日本の株価水準はバブルなので
はないのかという声もあります。しかし、日経平均
株価を名目GDPで割った数値はバブルのピークに
は及んでいませんし、TOPIXの PERは 16倍台と、
適正とされる15倍を少し上回るぐらいです。です
から、バブルとは言えないという見方は十分通用す
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ク・イーブン・インフレ率、いわばインフレ期待も
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きでしょうか。ドル円レート、日経平均株価、消費
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図表 3. 日本の当初予算額の名目 GDP 比

図表４. 設備投資比率と景気の拡張期間で見た中期循環  ～拡張優劣の法則～図表２. 交易条件と景気動向指数（CI一致指数）の推移（トレンド除去）
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程度になりました（図表5）。実際の金利は2.1％台
と、これより高い水準ですので、長期金利の上昇は
そろそろ止まってくる可能性があります。因みに、
10年債利回りから消費者物価上昇率（食料＜酒類
を除く＞及びエネルギーを除く総合）を引いた実質
長期金利は0.8％台です。2020年～ 2022年頃は
1～ 2％でしたので、この当時の水準に近づいてい
ます。実質長期金利は相応に高くなっているという
点に注意しつつ、日銀は政策運営をしなければなり
ません。
　外国為替市場に目を向けますと、円安が続いてい
ます。しかし、このところ貿易収支が改善している
ことや、日米金利差が縮小していることなどから、
1、2年のタイムラグはあったとしても、為替は円高・
ドル安方向に動くとみています。また、過去30年
ほどの間、ドル円相場は1ドル 80円から 160円

■景気循環からみた景気見直し

　最後に景気循環論です。一番長いコンドラチェフ
循環の波動の要因としては技術革新が挙げられてい
ます。この観点からみて、現在はどうなのでしょう
か。1780年代からの綿織物、鉄鋼、蒸気機関の波、
1840年代からの鉄道建設の波、1890年代からの
電気、科学、自動車の波、1950年代からの原子力、
エレクトロニクス、石油科学、宇宙開発の波。そし
て今は、生成AIやロボットの波を伴った上昇期に
当たるということを認識しておきましょう。
　また、長期循環論の一つに、覇権国の台頭、成熟、
衰退によるモデルスキー・サイクルがあります。そ
の観点から、世界の名目GDPに占める各国の構成
比をみますと、90年代前半、日本は世界の約18％
を占めていましたが、現在のわが国は3.6％で、イ
ンドにも抜かれそうな状況です。巻き返しを期して、
日本は頑張らないといけません。
　次にゴールデン・サイクルです。4.4年周期のキッ
チン・サイクル（短期・在庫投資）、9.4 年周期の
ジュグラー・サイクル（中期・設備投資）、27.8年
周期のクズネッツ・サイクル（長期・建設投資）、
そして52.0 年のコンドラチェフ・サイクル（超長
期）という4つの循環が全て上昇局面で重なるこ
とを私は「ゴールデン・サイクル」を名付けまし

の範囲で推移しており、160円に近いところまで
行くと何らかの政策手段がとられることが考えられ
ます。
　この点、ここ数年のドル円相場と日銀の誘導金
利である無担保コールレートの推移を並べてみる
と、円安が進行すると日銀は利上げをしています。
もっとも、今回はイラン情勢の影響を見極める必
要があるため、為替が円安となったからといって
日銀がすぐに利上げするということにはならない
と思います。また、2008年のリーマン・ショック
時や 2020 年のコロナ禍など、米国で日本を遥か
に上回る量のマネーが供給された局面では、為替
は円高・ドル安に推移しました。現在の両国のマ
ネーの関係をみると、金融緩和の度合いは米国の
方が強くなりつつあります。これは為替が1、2年
後に円高方向に向かう兆しです。

た。今回のゴールデン・サイクルは、2024年 7-9
月期から始まり、2025年 10-12月期まで継続しま
した。したがいまして、今年、2026年は違うので
すが、実は中期のジュグラー・サイクルの水準がま
だ高いため、今年もゴールデン・サイクル並みの状
態が続く可能性があります。ただ、そうだとしても、
2027年からは短期循環と中期循環が揃って下降し
ますので注意が必要です。
　ところで、2015年 4-6月期からは、長期のクズ
ネッツ・サイクルと超長期のコンドラチェフ・サイ
クルの2つが重なって上昇しています。こうした
スーパー・ビジネスサイクル、すなわち「超景気」
は、わが国の場合、明治時代、高度成長期に次ぐ3
回目です（図表6）。私の見立てでは、これは2029
年 1-3月期まで続きます。したがいまして、ゴール
デン・サイクルが終了し中期循環もピークアウトす
る2027年には、わが国経済の限界が見えてくる可
能性がありますが、それでもこの長期と超長期の循
環の同時上昇がクッションになって、経済は何とか
持ちこたえるのではないかと考えます。
　　　　　　　　　（文責：ぶぎん地域経済研究所）

日時：2026 年 3月６日（金）15：30 ～ 17：00

会場：清水園（さいたま市大宮区）

図表５.長期金利の推計値 図表6.日本のゴールデン・サイクルと「超景気」
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内閣府『GDP 統計』『景気動向指数 』、大川一司・篠原三代平・梅村又次監修『長期経済統計』村田治『現代日本の景気循環 』 日本評論社、2012年 作成：岡三証券

注：暦年、短期：キッチン・サイクルの周期4.4年、中期：ジュグラーサイクルの周期9.4年、長期：クズネッツ・サイクルの周期27.8年、超長期：コンドラチェフ・サイクルの周期52.0年は各々3～8年、8～12年、12～40年、40～70年の波からバンドパス・フィルターより抽出。
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程度になりました（図表5）。実際の金利は2.1％台
と、これより高い水準ですので、長期金利の上昇は
そろそろ止まってくる可能性があります。因みに、
10年債利回りから消費者物価上昇率（食料＜酒類
を除く＞及びエネルギーを除く総合）を引いた実質
長期金利は0.8％台です。2020年～ 2022年頃は
1～ 2％でしたので、この当時の水準に近づいてい
ます。実質長期金利は相応に高くなっているという
点に注意しつつ、日銀は政策運営をしなければなり
ません。
　外国為替市場に目を向けますと、円安が続いてい
ます。しかし、このところ貿易収支が改善している
ことや、日米金利差が縮小していることなどから、
1、2年のタイムラグはあったとしても、為替は円高・
ドル安方向に動くとみています。また、過去30年
ほどの間、ドル円相場は1ドル 80円から 160円
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　最後に景気循環論です。一番長いコンドラチェフ
循環の波動の要因としては技術革新が挙げられてい
ます。この観点からみて、現在はどうなのでしょう
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て今は、生成AIやロボットの波を伴った上昇期に
当たるということを認識しておきましょう。
　また、長期循環論の一つに、覇権国の台頭、成熟、
衰退によるモデルスキー・サイクルがあります。そ
の観点から、世界の名目GDPに占める各国の構成
比をみますと、90年代前半、日本は世界の約18％
を占めていましたが、現在のわが国は3.6％で、イ
ンドにも抜かれそうな状況です。巻き返しを期して、
日本は頑張らないといけません。
　次にゴールデン・サイクルです。4.4年周期のキッ
チン・サイクル（短期・在庫投資）、9.4 年周期の
ジュグラー・サイクル（中期・設備投資）、27.8年
周期のクズネッツ・サイクル（長期・建設投資）、
そして52.0 年のコンドラチェフ・サイクル（超長
期）という4つの循環が全て上昇局面で重なるこ
とを私は「ゴールデン・サイクル」を名付けまし

の範囲で推移しており、160円に近いところまで
行くと何らかの政策手段がとられることが考えられ
ます。
　この点、ここ数年のドル円相場と日銀の誘導金
利である無担保コールレートの推移を並べてみる
と、円安が進行すると日銀は利上げをしています。
もっとも、今回はイラン情勢の影響を見極める必
要があるため、為替が円安となったからといって
日銀がすぐに利上げするということにはならない
と思います。また、2008年のリーマン・ショック
時や 2020 年のコロナ禍など、米国で日本を遥か
に上回る量のマネーが供給された局面では、為替
は円高・ドル安に推移しました。現在の両国のマ
ネーの関係をみると、金融緩和の度合いは米国の
方が強くなりつつあります。これは為替が1、2年
後に円高方向に向かう兆しです。

た。今回のゴールデン・サイクルは、2024年 7-9
月期から始まり、2025年 10-12月期まで継続しま
した。したがいまして、今年、2026年は違うので
すが、実は中期のジュグラー・サイクルの水準がま
だ高いため、今年もゴールデン・サイクル並みの状
態が続く可能性があります。ただ、そうだとしても、
2027年からは短期循環と中期循環が揃って下降し
ますので注意が必要です。
　ところで、2015年 4-6月期からは、長期のクズ
ネッツ・サイクルと超長期のコンドラチェフ・サイ
クルの2つが重なって上昇しています。こうした
スーパー・ビジネスサイクル、すなわち「超景気」
は、わが国の場合、明治時代、高度成長期に次ぐ3
回目です（図表6）。私の見立てでは、これは2029
年 1-3月期まで続きます。したがいまして、ゴール
デン・サイクルが終了し中期循環もピークアウトす
る2027年には、わが国経済の限界が見えてくる可
能性がありますが、それでもこの長期と超長期の循
環の同時上昇がクッションになって、経済は何とか
持ちこたえるのではないかと考えます。
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　ぶぎん地域経済研究所は武蔵野銀行と共催で
3 月 6 日（金）、さいたま市大宮区にある清水園
で、第 2 回 ぶぎん経営者クラブ会員交流会を開
催しました。
　ぶぎん経営者クラブは、1997 年 7 月、武蔵野銀
行が法人向けサービスの拡充を目的に立ち上げた会
員制組織で、現在は、ぶぎん地域経済研究所を通じ
て、各種セミナーの企画・実施をはじめ、コンサル
ティングサービス、ぶぎんレポートの発刊など、様々
なサービスを会員向けに提供しています。会員交流
会は、ぶぎん経営者クラブの新サービスとして実施
したもので、当日は 100 人を超える企業経営者など
の会員が参加しました。第一部の講演会では武蔵野
銀行の長堀和正頭取より「当行はこれまでにも、支
店ごとに、地域のお客様にご参加をいただく交流会
の活動に、取組んで参りました。この会員交流会は、
これまでの取組みに加えて、支店や地域の枠を越え
て、幅広い企業様が、情報交換やネットワークづく
りにご利用いただく『新たな場』になればと、始め
させていただききました。」と挨拶がありました。
　続く、第二部の交流会の冒頭、ぶぎん地域経済研
究所の小山和也社長から「今年度は、過去最多とな
る塾生が修了を迎えられました。明日からは、未来
の経営者、経営幹部として、是非、頑張って社業に
励んでいただければと思います。」と挨拶、続く乾
杯では同研究所の大西浩一郎専務取締役が発声し、
和やかに会が始まりました。会には、講演会で講師

を務められた岡三証券株式会社グローバルリサーチ
センター特別顧問エグゼクティブエコノミストの嶋
中雄二氏にくわえて、武蔵野銀行の長堀頭取をはじ
めとする銀行役員が参加し、会員との談笑に花を咲
かせました。
　また当日は、次世代の経営幹部を育てるぶぎん経
営幹部養成塾の修了式も清水園で行われ、会員交流
会には修了生 38 人が参加し、先輩経営者たちと交
流が行われました。会の途中では、修了生を代表し
て、株式会社梅林堂、代表取締役社長の栗原久直氏

（写真左）と、東松山紙器工業株式会社、取締役の
曽根岡舞子氏（写真右）が挨拶をしました。養成塾
で学んだ経験や想い出話を披露し、大いに場を盛り
上げました。ぶぎん地域経済研究所では、2026 年
度以降も継続して会員交流会を開催して参ります。

ぶぎん経営者クラブ
第２回会員交流会 開催

　2つ目は、マッチング機会の提供です。ジェトロは年

に2回程度、グローバル人材と企業さまのマッチング機

会創出の一環として、合同企業説明会を開催しています。

これにより、企業単独では接点を持ちにくい優秀な人材

との出会いを提供することができます。

　3つ目は、採用後の定着支援です。言語や文化の違い

による入社後のミスマッチを防ぎ相互理解を促進するた

め、企業と人材双方に対してコミュニケーションや職場

環境改善のアドバイスを行います。また、企業交流会等

のイベントも企画しており、高度外国人材の採用や育成

に関する共通の悩みやその対応について、参加者同士で

共有いただくことができます。採用だけではなく、企業

に定着し、永く勤めてもらうための組織作りをすること

で、離職率を低下させるのみならず、企業に高度外国人

材を受け入れる土壌を形成していただきます。

　この支援を受けた企業は実際に高度外国人材の採用

に至っており、その後は支援で得たノウハウを活かし

独力で採用活動を行えるようになっています。人材不

足が深刻化する中、単なる採用ではなく、戦略的な採

用が求められています。この伴走型支援は、企業がグ

ローバル競争力を高めるための強力なツールになり得

ます。ご興味のある企業さまは是非、ジェトロ埼玉ま

でご相談ください。

　近年、多くの企業が人手不足に直面し、企業の外国人

材採用への関心はより高まっています。こうした状況の

中でジェトロでは、在留資格「技術・人文知識・国際業

務」を有し、高度な専門性やスキルを持つ「高度外国人

材」の採用を後押しする支援を行っています。

　この伴走型支援の特徴は、単に外国人材採用に関する

情報提供をするだけではなく、専門知識を備えたコー

ディネーターが企業に寄り添いながら継続的にサポート

する点にあります。具体的には、まず企業のニーズや業

務内容を丁寧にヒアリングし、必要とされるスキルや経

験を明確化します。そのうえで、採用戦略の策定、人材

要件の明確化、候補者とのマッチング、さらには採用後

の育成・定着まで、企業が安心して高度外国人材を受け

入れられるよう総合的に支援します。

　このサービスを活用するメリットは大きく3つあります。

　1つ目は、専門的な知見を活かした採用の効率化です。

高度外国人材の採用には、在留資格や労働法規など複雑

な要素が絡みますが、これらの知識を有するコーディ

ネーターに相談できるほか、必要に応じて行政書士や弁

護士などの専門家と面談も行えるため、採用の準備をス

ムーズに進めることができます。

みなさまの海外展開を私たちチーム埼玉がサポートします！

定期的に開催される企業交流会の様子

　ジェトロ埼玉では、主に農林水産物・食品の輸出促進、
県内企業の海外展開支援や専門家による伴走型支援、イ
ノベーションの創出支援などの活動に取り組んでいます。
　今回は「高度外国人材活躍推進コーディネーターによ
る伴走型支援」についてご紹介します。

埼玉から世界へ！ －その 5 －

日本貿易振興機構（ジェトロ）埼玉貿易情報センター

●シリーズ●
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